（様式第2-3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経営資源譲受者用）
経 営 資 源 引 継 計 画 書
【申請者の概要】
	事業所名 (フリガナ)
	
	創業時期
	年　　月　　日
	決算期
	　　月

	
	
	法人設立
	年　　月　　日
	
	

	所在地
	〒

	主たる業種
	(次のいずれか一つを選択し○印)
①（　　）商業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く）
②（　　）サービス業のうち宿泊業・娯楽業
③（　　）製造業・その他

	事業内容
取扱製品(商品)
	

	常時使用
する
従業員数
	
人

	＊常時使用する従業員がいなければ「0」と記入
＊従業員数が小規模事業者の定義を超えている場合は申し込めません。
　助成事業実施の結果、従業員数が小規模事業者の定義を超えても問題ありません。

	資本金額
	万円
	＊会社以外は記載不用

	代表者名 (フリガナ)
	
	役職名
	
	生年月日
（年齢）
	西暦  　　年　月　日        
申請時（　　才）
	性別
	男・女

	電 話
	
	携帯電話
	
	ＦＡＸ
	

	ホームページのＵＲＬ
	

	Ｅメール
	

	役員構成
	氏　名
	役 職 等
	年　齢

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	株主構成
（上位5位
まで記載）
	氏  名
	年 齢
	続 柄
	持株数
	株式保有率 ％

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	全　株  数
	
	100％

	
組 織 図

	








【経営状況】
	1　企業概要及び経営状況




（貴事業所の強み）



（貴事業所の弱み）




	2　経営、製品（商品）、技術、営業（販売）サービス面等での特徴







	3　現在の市場環境・競争環境






















【過去2か年の決算状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	損益項目
	資本・負債項目

	決算期
（西暦）
	直近期
	前期
	決算期
（西暦）
	直近期
	前期

	
	年　　月
	　　　年　　月
	
	年　　月
	年　　月

	売上高
	
	
	短期借入金
	
	

	売上原価
	
	
	長期借入金
	
	

	売上総利益
	
	
	（うち代表者からの借入金）
	
	

	販売管理費
	
	
	負債金額
	
	

	営業利益
	
	
	純資産額
	
	

	経常利益
	
	
	総資産額
	
	



【国の認定制度等の活用状況】
該当があれば記載、承認・認定の資料を添付してください。（参考として）
	制　度　名
	認定・承認
年月（西暦）
	計画期間
（西暦）
	申請テーマ等
	添付資料

	経営承継円滑化法の認定
	認定時期
年　月　日
	
	
	経営承継円滑化法認定申請書写し、特例承継計画書の写し、知事の認定書の写し

	経営革新計画の承認
	承認時期
年　月　日
	年　月
～
年　月
（　　年間）
	テーマ
	中小企業経営強化法の認定を受けたことが確認できる資料（法に基づく申請書および認定書）、「認定・認証・登録書」等の写し）

	市町村の
特定創業支援事業の証明
	証明時期
年　月　日
	
	
	市町村の特定創業支援事業
の証明書

	東京都商工会連合会の
・創業塾
・経営支援拠点の創業支援
	支援を受けた時期
　　年　月　日
及び内容
	
	
	



【公的補助金等の利用状況】（過去5年間）
	補助金制度名
	所　管
	利用
年度
	申請テーマ
	補助金額
（実績）
千円
	交付済・
実施中・
申請中の別

	経営資源引継補助金
	国
	

	
	
	

	事業承継補助金
	国
	
	
	
	

	小規模事業者
持続化補助金
	国
	
	
	
	

	事業承継支援助成金
	東京都中小企業振興公社
	
	
	
	

	事業承継円滑化支援
助成金
	東京都商工会
連合会
	
	
	
	


【経営資源引継計画書の内容】　
	経営資源引継の
背景・基本方針
	

	引継（譲渡）方法
（該当に○印）
	1 事業譲渡　②株式譲渡　③合併
④施設・設備の譲渡　⑤その他（具体的に　　　）　

	引継予定時期
	　　　　  　年　　　　月　　　　
（経営資源の引継ぎは当該年度の４月１日以降、交付決定から１年以内までに実施）

	
経営資源 譲渡者（売り手）
の概要
	譲渡予定事業者名
	
	創業年月
	

	
	所在地
	〒

	
	主たる業種
	

	
	従業員数
	
	資本金額
	

	
	代表者名
	

	
	譲渡の理由
（該当に○印）
	①廃業　　②事業規模縮小　　③その他（　　　　　　　　）

	
	譲渡資源
（該当に○印）
	①工場・店舗等　②設備・機械　③従業員　④その他（　　　　）

	
	廃業・縮小等
の時期
	①　　年　　月完了　　　②　　年　　月予定

	
	譲渡者の意向
	

	譲渡者と譲受者（買い手）の関係
	

	
【経営資源引継計画の内容】

	計画期間
	

	計画内容
	助成対象事業の計画内容
【スキーム】工場・店舗等の引継ぎ計画を具体的に記入してください。


【スケジュール】具体的な引継ぎスケジュールを落とし込んでください。

	引継の目的・
背景・必要性
	


	引継資源の種類（〇で囲む）
・内容及び規模
	種類：①工場・店舗　②設備・機械　③従業員　④技術・ノウハウ　⑤その他
内容：具体的に　　
規模：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※引継資源の一覧表を添付してください。

	引継資源の場所
	

	引継資源の取得予定価格及び
資金調達方法
	




	引継方法及び
時期
	


	引継資源の活用方法及び場所
	

	譲渡事業所の
雇用維持方針
	

	譲渡事業所の
取引先維持方針
	

	経営資源引継
による
地域経済活性化への貢献方針
	【地域貢献内容は次の項目等を参考に記入：　①地域の顧客密着度、②地域の強み（技術、特産品、観光等）の活用、③地域ブランドの育成、④その他地域経済貢献活動】


	

	売上・利益計画（3か年）　　（単位：千円）

	期　間
	1年度目
（当年度）
	2年度目
	3年度目
	

	開始年月
	年　月
	年　月
	年　月
	

	終了年月
	　年　月期
	　年　月期
	　年　月期
	

	a売上高
	
	
	
	

	b売上原価
	
	
	
	

	c売上総利益
(a-b)
	
	
	
	

	d販売管理費
	
	
	
	

	e営業利益
(c-d)
	
	
	
	

	常時使用する
従業員数（人）
	
	
	
	

	具体的な
事業内容
	






	
	
	


　助成事業の実施時期は、個人事業、法人の決算時期に合わせ、助成金申請日を含む決算期を1年目とする。
　1年目は12カ月未満となっても構いません。
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